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「証言を基に読みとく放送制度」の2回目となる今号では，長くNHKの経営企画部門で放送制度の見直しなどに
関わってきた元NHK監事・黒川次郎氏の証言を取り上げる。前号の塩野宏氏の証言に対応する形で，1960年代
から1970年代にかけての放送制度見直しの動きやNHKの経営課題への対応を中心にまとめた。

黒川氏は1960年の入局後，NHKの経営企画を担当する部署に配属された。1960年代前半には放送法改正の
動きに対応したNHK放送法制研究会の事務局を務め，外部の有識者への放送制度の説明などを行った。その証
言からは，当時，放送法制に詳しい研究者がほとんどおらず，研究会が専門家を育てる場となった面があることや，
放送の二元体制や受信料制度の意義を再確認するうえで研究会が重要な役割を果たしたことがわかる。

放送法の検討が落ち着くと，テレビの全面カラー化や衛星放送の開発が NHKの経営課題になった。このうち，
カラー受信料の設定では，郵政省（現・総務省）の理解がなかなか得られず，導入までに曲折があったことが証言
から明らかになった。そして，この問題のあと，NHKの事業を国民に広く説明するため，有識者を交えた審議会
を開くことが増え，長期計画もそうした場で検討されることが多くなっていったこともわかった。

証言を通じて，NHKの経営企画部門が制度上の課題にどのように対応してきたかが浮かび上がるとともに，外部
の有識者との関係が，公共放送のあり方を検討するうえで重要な役割を果たしてきたことがわかる。

 1. はじめに
前号（2019年2月号）から開始した「証言を

基に読みとく放送制度」では，戦後の放送制
度の形成過程で重要な役割を果たした関係者
からの聞き取りを基に，放送制度の見直しの
過程や，それに対する放送事業者の対応につ
いて検証を行っている。

今回は，NHKの経営企画部門で放送制度
の見直しなどに関わってきた元NHK監事・
黒川次郎氏の証言を取り上げる。黒川氏は，
1960年にNHKに入局したのち，放送制度や
NHKの経営全般を担当する部門を中心に長く
在籍し，受信料体系の見直しや衛星放送開始
に伴う制度的な対応など幅広く放送制度に関
する業務にあたってきた。

また，制度見直しをめぐってNHK内に設け
られた有識者会議の運営にもあたり，前号で
取り上げた塩野宏・東大名誉教授とも1960年
代の放送法制研究会以降，放送制度に関して
意見を交換してきた。

黒川氏の証言は，NHK入局直後の1960年
代から1990年代までの広い範囲にわたる。今
回は，前号の塩野宏氏の証言に対応する形で，
1960年代から1970年代半ばにかけての放送
制度見直しの動きやNHKの経営課題への対
応についての証言をまとめた（2018年4月10
日，NHK放送文化研究所で収録。（　）内は
編者による補足）。

証言を基に読みとく放送制度 ②

黒川 次郎（元 NHK監事）
～公共放送の経営課題への対応～
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 2. 放送法制検討の事務局として

放送制度を担当した総務局での仕事
黒川：私が入局したのは昭和35（1960）年4月
で，総務局総務部に入りました。総務部には4
つの係がありました。このうち議事係は，のち
に総合企画室局長や理事を務めた片岡俊夫さ
んが係長で，理事会や経営委員会の運営を担
当していました。私はその隣の法規係に入りま
した。法規係では，放送法の関係やNHK内
部の規程の審査をやりましたし，NHKサービス
センターなどNHKの関連団体関係も担当でし
た。総務部にはほかに国会係と広報係があり，
部長は志賀正信さん（のちに専務理事）でした。

総務局総務部の所掌で，ほかの企業と違う
点は，国会との連絡ですね。国会で予算が承
認されることが NHKに関する一番大きな公共
規制と言えると思います。ただ，会計検査院の
検査もありますし，郵政省も何もしないかとい
うとそうではなくて，放送法では，郵政大臣は
NHK予算に意見を付して国会に提出すること
とされているわけです。これは非常に大きなこ
とで，予算を出す前には，受信料の値上げの
ときは特にそうですが，まず郵政省に納得して
もらわないとスムーズに国会に出せないという
ことがあるわけですね。

ですから郵政省ともやはり円滑な意思疎通
が大事です。これが時として，必ずしもそうは
いかない例が出てくるんです。そういうことで
郵政省との連絡も，その監督に服するという意
味ではないですが，大事な仕事でした。
―黒川さんご自身は，この時期にどのような

お仕事を担当されていたのでしょうか。

黒川：私が入った当初は法規係として放送法関
係，郵政省電波監理局との連絡をやっていま
した。昭和34年の放送法改正で番組審議会
の設置義務 1）などが追加されましたが，放送法
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大学非常勤講師などを務める。

黒川氏が NHKに入局した当時は，NHK・
民放とも各地でテレビ局の開局が相次ぎ，テレ
ビの普及が急速に進んだ時期にあたる。それと
ともに，1950年に制定された放送法をはじめ，
制度を放送の発達に見合ったものにすべきでは
ないかという見方が表れ，放送制度に関する議
論が活発に行われた。

郵政省では，制度改正に向けて臨時放送関
係法制調査会を設置し，これに対応する形で，
NHKも外部の有識者を招いて放送法制研究会
を開いた。NHKの経営企画部門を担う一員と
して採用された黒川氏がこの時期に担当した主
な仕事の一つが，放送制度の見直しに関連し
た業務である。



西暦 昭和 黒川氏の所属 関連事項
1950 25 ・電波3法（電波法・放送法・電波監理委員会法）制定
1952 27 ・電波監理委員会が廃止され，放送行政が郵政省所管に
1959 34 ・放送法改正（放送番組の適正化に向けた規定改正等）

1960 35 NHK入局，
総務局総務部 ・カラーテレビ本放送開始

1961 36 経営第1部
1962 37 ・郵政省が臨時放送関係法制調査会を設置
1963 38 ・NHKが放送法制研究会を設置，第一次報告書を取りまとめ

1964 39 ・NHK放送法制研究会が追補を取りまとめ
・臨時放送関係法制調査会が答申

1965 40 総合企画室 ・前田NHK会長が放送衛星打ち上げ構想を表明
・放送番組向上委員会（第1次）発足

1966 41 ・放送法改正案を国会提出，審議未了で廃案
1967 42 経営企画室 ・沖縄放送協会（OHK）設立

1968 43

・NHK第三次長期経営構想
・受信料体系見直し（カラー契約新設・ラジオ受信料廃止）
・『NHKブルーリポート1』刊行
・放送番組センター設立

1969 44 ・放送番組向上委員会（第2次）発足
1970 45 ・NHKが放送衛星法制研究会を設置
1971 46 会長室

1972 47 ・NHKがOHKを承継
・内幸町旧放送会館の売却決定

1973 48 ・NHK放送センター（渋谷）への移転完了
・放送文化基金設立準備委員会

1974 49 ・放送文化基金設立
・放送文化基金の助成で放送通信制度研究会立ち上げ

1975 50 ・NHK 基本問題調査会（第1次）
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年表　放送制度やNHKの経営に関する動き
（本文中で言及した事項・1975年まで）

施行令に基づいて毎月の審議会議事録や委員
の異動などの資料提出をするのも最初の仕事
の一つでした。

半年後に法規係と議事係が合体して，片岡
係長がその2つを担当することになりまして，
理事会と経営委員会の事務局，郵政省との連
絡，それから放送法関係，これをみんな片岡
グループでやるようになったんですね。以来，
昭和55年に私が営業総局に移るまで，20年
間ずっと片岡さんの下で仕事をさせていただき
ました。

片岡係長の下に，昭和29年に入った高橋
恒美さんという方が議事係におられて，同じ
29年に入った山田雅道さんが法規係にいまし

た。私の前年の34年に渡辺三鶴さんという方
が入って，男性はその4人ですね。私の担当と
しては，日常的には理事会の事務局の仕事が
あって，理事会の議案を各局から集めて整え
て出すというようなことをみんなで部局を分担し
て一緒にやりました。郵政省との連絡は山田さ
んと私が主に担当しました。

総務局総務部は昭和36年に，4つあった係
のうち広報係が広報室になり，残りがいわゆる

（経営）直属7部 2）の一つの経営第1部として独
立するんですね。経営第1部に替わり，臨放調

（郵政省の臨時放送関係法制調査会。1962 ～
64年）の発足で非常に忙しくなりました。総務
局総務部から経営第1部になって一番大きな

仕事は，この臨放調対策で
した。

ただその前に（東京・渋谷
の）放送センターの土地の取
得問題がありました。これ
は言ってみれば特命事項で，
約9か月の比較的短い期間
の仕事でしたが，大仕事でし
た。昭和37年に2代目の経
営第1部長となった野村忠夫
さんから伺った話だと，阿部
真之助会長から直々の手紙
が（当時，野村氏が勤務して
いた）ロンドンに届いて，「東
京オリンピックのために放送
センターを造らなければいけ
ない。（港区の）麻布龍土町
に取得していた土地ではとて
も狭くて間に合わないから，
代々木ワシントン・ハイツ跡
地約3万坪の土地を取得し
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なければいけない。その仕事を急いで帰って
きてやってくれ」と言われたということなんです
ね。片岡グループに課せられたのは，各方面
に働きかけるため，内幸町の放送会館移転に
伴うNHK全部門の居室部分を含めた必要面
積についての説得力ある説明資料を作成する
ことでした。払い下げの対象となった土地が東
京都の森林公園予定地の一角だったため，都
議会の理解を得るのが大変でした。この放送
センターの土地（最終的には2万5,000坪）取
得は，NHKの今日につながる阿部会長の大き
な業績だったと思います。

経営第1部になり文書課から野口育彦さん
（昭和28年入局），昭和37年には編成局から
歌田勝彦さん（昭和34年入局で，坂本朝一会
長や川口幹夫会長の秘書役を担当）が来られ，
さらに東大の政治学科新卒の大塚寿君が来ま
した。彼は非常によく資料の整理をやってくれ
ました。あとで出てくる放送法制研究会にも，
新聞や雑誌に放送法に関係のある論考があれ
ば，全部コピーをとって，先生方にお渡しする
といったことをやりました。総務部と経営第1
部で私は，国会担当と広報担当以外のことは
基本的にはみんなやりました。

放送法制研究会の事務局として
―臨放調対策として，NHKでは1963年に

放送法制研究会を設置して，有識者を交えて

放送法制の検討を始めました。当時，入局し

て間もないころだと思いますが，研究会にはど

のように関わったのでしょうか。

黒川：会議に関する情報はみんなで共有してい
ました。われわれが出ていない会合で出てきた
話は，片岡さんが夜遅くなってでも全部，口頭
で話してくれました。それから教授との研究会

は全部，僕らも出席して書記をやりましたから，
基本的にはみんな等しく情報は共有していたよ
うに思いますね。

放送法制研究会には，協会の阿部会長以下
の役員と，我妻栄先生（民法），鈴木竹雄先生

（会社法），田中二郎先生（行政法），加藤一
郎先生（民法）の教授側の委員，それに幹事
として野村忠夫経営第1部長と塩野宏東大助
教授（行政法）が入っていました。

放送法制研究会は，番組審議会委員などを
お願いしていた宮澤（俊義）先生が郵政省の臨
放調に入りましたので，NHKとしても何か作ら
なければということで作ったというぐらいのこと
しか当時は知らなかったのですが，宮澤先生
と面識のあった教養番組のディレクター出身の
坂倉孝一主管が宮澤先生の助言を受けて，我
妻先生に依頼することを野村さんに進言した，
と最近知りました。 

我妻先生は，年次は宮澤さんの3年先輩で
すが，お二人は大変親しく，東大法学部で中
心的な存在でした。そして，我妻，宮澤両先
生のあとは鈴木先生，田中先生，その次の世
代は伊藤正己さん（英米法・憲法）と加藤一郎
さんという形で，本当にお仲間なんです。

放送文化基金が出している『放送文化基金
報』という機関誌の初期のころに，鈴木竹雄
先生（当時，放送文化基金理事）が「放送制
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度研究事始め」という随筆を書いておられるん
です。それを読むと，それぞれの分野では東
大の大権威ばかりですが，放送法制はあまり
ご存じないわけですね。ですから，放送法制
研究会は，こちらが提供する当時の新聞や雑
誌に掲載された論考の類いを含めた資料を読
んで先生方も勉強するといった会合でした。

放送法制研究会は昭和38年7月に発足した
のですが，先生方はだいたい夏は軽井沢で勉
強しておられる。軽井沢には当時，NHKが東
京オリンピックのために作った軽井沢公館とい
う施設がありましたので，そこで丸々 6日間の
研究会を開きました。

軽井沢公館は，オリンピックの馬術競技が
軽井沢で行われることとなり，その中継の拠点
にするため，昭和38年にできたんですね。そ
の施設で8月下旬の1週間，研究会を開きまし
た。我妻先生はじめ先生方を朝晩タクシーで
送迎して，月曜から土曜まで研究会に出席して
いただきました。たしか最初の日の昼に，近く
に別荘のあった宮澤先生がみえて，雑談して帰
られたことを思い出します。

軽井沢の研究会は，NHKでは赤城正武専
務理事が担当役員でしたから，最初は出席し
たと思いますが，それ以降は，先生方と野村
経営第1部長以下のスタッフだけでした。先生
方にはまず，放送制度の概要やいろいろな人

の見解を紹介しました。といっても当時，学者
の見解はあまりなくて，役人や国会議員，民
放の経営者，評論家のものが中心でしたが，
そうした方々が新聞などに書いている意見を
配って参考にしてもらいました。放送制度につ
いては，片岡さんが概要と主な論点について
説明しました。そのあと，先生方がいろいろ
なご意見を交わされるなどしまして，1週間の
研究会の終わりごろには，田中二郎先生が第
一次報告書の案をほとんど一晩で書き上げら
れたんです。

例えば，NHKと民放の二本立ての問題です
が，それまでの放送法は基本的にはNHK法
で，一般放送事業者（民放）については番組
審議機関についての特例くらいでした。民放か
らすると対等になってないというので，民放か
ら「自分たちも対等にしろ」といった意見が出
ていました。それで研究会としても，民放は事
業免許にしようという意見でまとめました。放
送にとって事業法が本当にいいのかどうかは問
題がありますが。そうした点も含め，1週間の
議論を踏まえて，田中先生が報告書案をお考
えになったんですね。

放送制度の一つの特徴は，放送法よりもむ
しろ電波法の体系の中に非常に大きな規律が
出てくることなんです。つまり，放送事業の開
始は放送局の免許を得ることによって可能に
なるわけですが，放送局免許についてはすべ
て電波法が定めていますし，また，周波数の
割り当てがなければ放送局の免許もできない
わけですが，これもすべて電波法の世界です。
放送局の免許申請に付随した形でいろいろな
資料を郵政省に出す必要がある。

放送法と電波法の二本立ての体系になって
いるということを説明したところ，田中先生は聞き取りの様子（2018 年 4 月 10 日）



37MARCH 2019

全部頭に入ってですね，第一次報告書は本当
に田中先生お一人で書かれて，それほど直した
ところもないのではという気がします。

そのあと9月になってから，熱海のホテルへ
泊まり込んで，第一次報告書案に基づいて実
際に法案を作ったんです。法案は，放送基本
法と日本放送協会法と商業等放送事業法の3
つでした。私は事業法を担当させられまして，
田中先生から直々にご指導いただきました。法
案にある事業の継承とか兼業禁止など，公益
事業法のイロハを教えていただきました。
―研究会でわざわざ法案まで作ったというの

は，どういう目的だったのでしょうか。

黒川：報告書の取りまとめに加えて，そこまで
われわれはやってありますよ，ということを郵
政省に対して訴えたわけですね。
―その後，NHK自身が条文まで作るという

のはないですね。

黒川：条文の形で意見を述べるということは，
私の知る限りほとんどないですね。
―研究会の報告書では，規制監督機関は独

立行政委員会が望ましいとしていますね。

黒川：放送行政は，理論的には，やっぱり独
立行政委員会が担当するのが正しいのではな
いかということですね。アメリカもFCC（連邦
通信委員会）ですし。当時の阿部会長や前田
副会長はどう考えていたかはわかりませんけれ
ども，前田さんも理屈で正しいことは堂 と々主
張される方ですし，当時のNHKのトップは「行
政委員会でいいんじゃないか」と思っておられ
たのではないかと思うんですね。片岡さんもきっ
と，亡くなるまでそう思っていたと思います。
―研究会では，受信料の使途についても論

点になりましたが，それに対しては，どのよう

な議論がなされたのでしょうか。

黒川：当時，民放の主な要望は2つあって，1つ
は「事業免許にしてNHKと対等にしてくれ」と
いう意見，もう1つは「受信料を放送界全体の
ために使うべきではないか」という意見だったん
ですね。あのころ盛んだった意見としては，「受
信料を直接，民放によこせ」というよりは，研
究機関を独立させて民放も一緒になって使う形
にしてくれというもので，（NHKの）技研や文研
の独立論がありました。あとはそのバリエーショ
ンで，具体的な主張は人によって多少違います
が，そうした意見が多かったですね。このほか，
NHKは教育・教養番組を主とすべきという，
いわゆる番組分野の機能分担論も結構盛んで
した。

そうした民放の立場からすると，研究会の考
え方で都合が悪いのは，NHKが「基幹放送」
であることと，「公の社団」であって，「受信料
はその公の社団の社員の拠出金」であるという
点ですね。「拠出金だからよそに使わせるもの
ではないよ」というのが，その裏返しの主張に
なるわけですけれども。そこは民放が一番不
満だったところかもしれませんね。
―受信料の性格については，公の社団に対

する「拠出金」ではなくて，臨時放送関係法制

調査会で示された「特殊な負担金」という表現

がその後，定着しています。

黒川：臨放調の答申は，事務局長だった前田
忠さん（当時，郵政省大臣官房審理課長）がほ
とんど1人で書かれたと言われていますが，こ
の答申が非常によくできているんですね。学者
の先生方はともかくとして，NHKの執行部とい
うか，野村さんも片岡さんも「これでいいんじゃ
ないか」ということになったわけです。それは
例えば，「NHKは国民全体の機関」といった
言い方ですね。だから，以後のNHKのパン
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フレットなどは，「国民の放送局」とか，「国民
全体の機関」といった言い方で説明するように
なったように思います。

研究会報告書提出後の動き
黒川：研究会の報告書は，昭和38年11月に，
臨放調に提出する協会意見と一緒に公表しまし
た。協会意見は，学問的なものではなくて，意
見として出したわけですが，ほとんどは第一次
報告書に沿った内容のものです。放送の2系列
はもちろん認めたうえで，「NHKは基幹放送で
あり，受信者を構成員とする公の社団である」
といった点が特徴ですが，この「基幹放送」
と「公の社団」の用語は，両方とも第一次報
告書を書かれた田中先生のお考えだったと思
います。

ところが，これを発表したら，民放から「NHK 
が基幹放送なら，われわれは枝葉なのか」とか
の反発がありました。また，「公の社団」につい
て必ずしも十分に理解されず，議論が沸騰しま
した。それで，塩野先生が第一次報告書の追
補をお書きになったわけです。これもほとんど
一晩に近い形で書いてこられたと思います。

放送法制研究会が，教授側の委員も一緒に
なって見解を取りまとめたのは，実質的にはこ
こまでです。臨放調に意見書を出し，追補を
発表してからは，昭和38年夏のような合宿の
ような形での研究会はやりませんでした。ただ
毎年，軽井沢へ先生方がいらっしゃるので，1
日か2日ぐらい，その間のいろいろな動きをご
説明して，自由にお話しいただくようなことは，
軽井沢公館を処分することとなった昭和48年
までずっと続けていました。
―臨放調の答申後，国会に提出された放送

法改正案は結局，1966（昭和41）年に廃案と

なりましたが，そのときはアメリカに留学されて

いたんですね。

黒川：ちょうど私が留守の間に法案が出て，流
れてしまったんですね。別の案件で国会がもめ
て，参院で与野党共同修正案もできましたが，
結局廃案になりました。そのような形で放送法
改正問題が終わって，次の経営課題として，全
面カラー化と直接衛星放送（DBS）3）の問題が
出てきたわけです。

 3. 1960年代の経営課題への対応

欧米の最新事情を視察
黒川：放送法改正案が廃案になったころ，留
学制度を利用して私はアメリカに9か月ぐらいい
て，そのあと2か月半ぐらいヨーロッパ各国に
行っていました。アメリカからカナダへ行って，
そこからアイルランドへ渡り，さらにイギリス，
ヨーロッパ各地を回ったのですが，基本的には
行った先の国の放送局を訪ねて放送事情を探
ることにしていました。イギリスBBCの経営
企画担当の課長にも会いました。

1960年代はテレビが急速に普及し，1962年
にはNHKの受信契約数が1,000万の大台に乗
り，1967年には2,000万件を超えた。そうした
中，NHKにとっての経営課題となったのは，テ
レビの全面カラー化だった。放送制度全般の見
直しに関する検討が一段落する中で，カラー放
送の拡充に合わせた受信料体系の見直しなど
が喫緊の問題となった。

黒川氏は1960年代から1970年代後半にか
けて，一貫してNHKの経営企画部門（経営企
画室や会長室）に在籍し，郵政省などとの折衝
を担当した。さらに，テレビの急速な普及に伴
い，いわゆる低俗番組批判が起きる中で，放
送番組向上に関連する業務も担当することに
なった。
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（当時，経営課題になっていた）全面カラー
化に関しては，昭和40年8月，最初にアメリカ
のミシガン大学に行きましたが，学生寮のテレ
ビがカラーでとても画面が明るくきれいなので
驚きました。日本でも，昭和39年10月のオリ
ンピックの開会式でカラー放送をやって評判に
なりましたが，自宅にカラーテレビを持ってい
る人はほとんどいませんでした。

そうした中，昭和41年に（NHK会長の）前
田さんがアメリカへ行ったら，NBCが前年の4
月から全面カラー化し，CBS，ABCも秋から
続いていたんです。アメリカでもそれまでのカ
ラーテレビは画面がちょっと薄暗くて，放送時
間も全然増えていなかったんです。ところが，
テレビ番組の制作にオランダのフィリップスとい
うメーカーの撮像管を使うことで非常に明るく
なり，NBCが先頭を切って全面カラー化をし
ていました。
（私が）昭和41年6月にカナダのモントリオー

ルでCBCの国際局長に会った際，「前田会長
が（全面カラー化に）関心を持っていた」という
話を聞きました。ちょうどその少し前に前田会
長はカナダからアメリカに行き，さらに次のオリ
ンピック開催地のメキシコに行かれて帰国され
たのですが，出発前にアメリカの全面カラー化
の情報をご存じだったんですね。

もう一つの経営課題である衛星放送も，私
が留学に出かける前の昭和40年8月に，前田
会長が記者会見で開発の表明をしました。当
時，すでに昭和38年には国際電気通信条約付
属無線通信規則に「放送衛星業務」の定義が
新設され，われわれもそれに注目して技術部
門スタッフから開発の見通しなどのレクチャー
を受けていました。そうした情報は逐次，野
村さんから前田会長に報告していました。

それで，私もアメリカでは，ワシントンの
FCCや航空宇宙学会の年次総会などに出かけ
て，いろいろな話を聞いたりしていました。た
だ，NBCの経営企画担当の課長とも何回か会
いましたが，「われわれは直接衛星放送（DBS）
には関心がない」と言っていました。それはそ
うですね。今だったら手軽に衛星を上げられま
すが，当時はまだそうしたことはできませんで
したから。そのような中で，前田会長は「衛星
放送」と「全面カラー化」を主張し，われわれ
もそれらを当面の経営課題としてとらえるよう
になったわけです。

 
カラー化で焦点となった受信料問題
黒川：このあと，NHKは第3次長期経営構想

（5か年計画）を作り，カラー放送の拡充計画
に合わせて，昭和43 年に受信料にカラー契約
を新設するんですけれども，このときに郵政
省がなかなか「うん」と言わないんですよ。

それまでテレビ料金は330円（月額）だった
のですが，白黒テレビ（普通契約）については
15円値下げして315円，カラーテレビについて
は150円のカラー割り増しを加えて465円とす
る。当面（当初2年）の減収に耐えて，3年目
は収支トントン，4年目・5年目は黒字にし，5
年間でカラーテレビの普及を図って収支償うよ
うにするというのが NHKの見通しでしたが，
郵政省の理解がなかなか得られませんでした。
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このときは有識者の検討会を作り，その提言
を得て世の中に訴えるといったことは考えな
かったんですね。
―受信料体系の見直しについて郵政省の理

解が得られなかった理由は，どういったもの

だったのでしょうか。

黒川：郵政省は当初，カラー料金の導入はまっ
たく想定していなかったんですね。また，NHK
は5か年計画で収支償う形を考えていたのです
けれども，郵政省は，5か年での収入の増やし
方に非常に疑問を持っていた。カラー割り増し
の幅も関係があったかもしれませんが，7か年く
らいの期間で徐々に増やす形を考えていたよう
に思います。最終的には，自民党の通信部会
でNHKの長期構想に多数の賛成を得て決着
がついたと記憶しています。
―カラー受信料の導入に加えて，その値上

げ幅が焦点になったということでしょうか。

黒川：カラー受信料の導入だったか，値上げの
幅のことだったか，あるいはその双方だったか
もしれません。当時，まだカラーテレビはあま
り普及していませんでしたので，NHKの案は，
2〜3年の間は（白黒テレビ値下げで）減収にな
るけれど将来のカラーの増加に希望をつなぐと
いうものだったんですが，結果的には，各年度
予算の見込みを上回るカラー契約の増加があっ
たと思います。

この問題が一段落してから，経営委員の間
で，「カラー料金を含むNHKの将来展望に
ついて，国民に理解してもらえるように何か出
したらどうだ」という話がありました。かねて
NHKの経営白書発行を期待する声もあったこ
ともあり，それを受けて，われわれがまとめた
資料が『NHKブルーリポート1』（1968年11月）
というものです。

これは，外務省の発行している『外交青書』
の向こうを張って野村さんが命名したものです。
政府の白書は政府刊行物センターで買えますよ
ね。そういう形にしようというので，日本放送
出版協会から頒価200円で発行しました。これ
も片岡グループに最終取りまとめが命じられ，
放送評論家の大森幸男さんのご助力もいただ
いて短期に仕上げましたが，一仕事でしたね。
もっとも，1は出しましたが，2以降は出ていま
せん。

NHK の経営計画の決定過程
―これ以降，NHKが長期的な経営計画を検

討するときには，外部の有識者を入れた検討

会を開くことが多くなりますが，それまでは必

ずしもそうではなかったんですね。

黒川：NHKの長期計画は，まず昭和33年度を
初年度とする第一次5か年計画があります。こ
れはラジオの全国普及の達成を主な目標とした
ものですが，テレビの普及が昭和34年の皇太
子ご成婚で大きく進み，テレビの全国への普及
と昭和34年に開始した教育テレビの普及が大
きな経営課題になってきました。

そこで，第一次5か年計画の最終年度の昭
和37年度を吸収する形で第二次6か年計画を
策定しました。第二次6か年計画の取りまとめ
は経営第1部の任務とされ，私も携わりました。
この時期までは，公共放送として，ラジオに次
いでテレビの全国普及を達成するというきわめ
て当然の計画だったこともあり，有識者を交え
た検討は問題意識に上らなかったと言えます4）。

カラー契約を設定してカラー放送の拡充を目
指す第三次長期経営構想（昭和43 ～ 47年度）
についても，結局その延長で，部内での取りま
とめをそのまま年度予算の国会承認を受ける
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手順に乗せようとしたということですね。当時
は，私も下で働いていた人間で，裏のことはわ
かりませんけれども，このときは，本当に前田
会長のリードする力がものすごく強かったよう
に思います。

当時はまだいわゆる55年体制で与党が強
かったという政治状況もあり，先ほどの放送法
制研究会は別として，この時点では，有識者
の委員会を作って，それで世論の理解を得て
受信料の改定を図ろうというところまでは行か
なかったんですね。

カラーについては前田さんのイニシアチブ
で料金設定をしました。カラー料金の設定は
BBCと1年も違わなかったと思いますが，これ
はまったく独立して，NHKはNHKで考えたこ
となんですね。外部の委員会を作らないで前
田さんのイニシアチブで押し切った。東京オリ
ンピック以降，メーカーも宣伝してカラーテレ
ビが売れるようになってきていましたから，カ
ラー料金を設定することに，このときは世論の
反発はそれほどなかったように思うんです。

ただ，『NHKブルーリポート1』の発行につ
いてお話ししたように，消費者運動の高まりな
ど，このころから世論を意識せざるを得ない状
況が生まれてきていまして，視聴者としての国
民の理解を得る努力が必要になってきました。
カラー料金設定の長期構想取りまとめが，ちょ
うど分岐点だったのかもしれません。

1960 年代の番組批判への対応
―1960年代はテレビ番組への批判を受け

て，放送事業者としてもさまざまな対応を迫ら

れるということがあったと思いますが，こうした

仕事も担当されたとのことですね。

黒川：総務局総務部で担当したことの1つに日

本放送連合会に関する仕事があって，これは
どこにも属さない仕事ということで，総務部で
やることになったんだと思います。

日本放送連合会は昭和31年に設立された社
団法人ですが，その設立は，NHKの当時の永
田会長が言い出されたことで，「NHKと民放
は何かというと角を突き合わせて，ケンカばか
りしているように見えるけれども，同じ業界な
んだから，お互いに意思疎通を図ったほうがい
い」というお考えがあったようです。永田会長
は，その話をいきなり民放連へ持っていかず
に，まず電通の吉田秀雄社長のところに行っ
て，「あなた一つ肝いり役みたいなことをやって
くれないか」とお願いして，それに対して，吉
田社長が「それはいいですね」ということに
なったようです。電通は，民放にとっては一
番のお得意さんですからね。そうした経緯で，
NHKと民放連のほかに，日本広告主協会 5）や
無線通信機械工業会 6）も会員となって日本放
送連合会ができたわけです。

そうした経緯については，当時は知らなくて，
「なんでこんな組織があるのかな」と思ってい
たのですが，年1回，日本放送連合会の総会
があるんですよ。銀座の数寄屋橋の近くの旧
電通の古いレンガ造りの建物で，表彰をやった
り，感謝状をあげたりといったようなことをやっ
ていました。

それで，昭和40年に日本放送連合会の中に
放送番組向上委員会ができたんですね。まだ
白黒テレビが中心の時代ですけれども，大宅
壮一の「一億総白痴化」に代表されるような批
判がたくさん出てきて，特に民放のいわゆる低
俗番組が問題になり始めたころでした。放送
番組向上委員会でそうした問題に対処したとい
うのが最初の取り組みです 7）。
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放送番組センターの設立
黒川：そのあと昭和42年に小林（武治）郵政大
臣が現れて，この方は佐藤栄作さんの旧制五
高時代の友達で元逓信官僚ですが，NHK会
長の政府任命制とか，受信料認可制とか，い
ろいろなことを言った中の一つに番組向上の
ことがあったんです。小林郵政大臣というと，
UHF帯で大量免許を行ったことや，テレビを
全部VHFからUHFに移行するといった発言
をしたことで知られていますが，そうした中に
番組向上の話もありました。

それで，「UHF帯によって免許された民放
がたくさんできて，特に地方の民放にはいいソ
フトが作れないから，民放のキー局と並んで
NHKが教養番組を提供してやってくれ」という
ことになったわけです。そして，提供する番組
をためておくところとして「放送番組センター」
を作ることになりました。そういう気運が生じ
たのは小林郵政大臣の話だけがきっかけとい
うわけではないですが，番組向上についてかな
り強引に言ったのは，小林さんだったように思
うんです。

放送番組センター 8）については，きちんと財
団法人の形で作れという話になって，NHKも
出
しゅつ

捐
え ん

することになりました。当時の放送法では
NHKの任意業務は制限列記されており，番組
提供は該当条項があるけれど，財団法人への
毎年の出捐は例外的に認められる郵政大臣認
可業務として行う必要があるとのことで，認可
申請も含めて窓口を私がやりました。

放送番組センターの設立にあわせて，日本
放送連合会が解散しましたが，これは民放側
の意向によるものだったと思います。

 4. 放送会館売却と放送文化基金設立

沖縄返還に関連した業務
黒川：少し遡りますが，昭和38年に沖縄に番組
を提供するための収録施設（クリアリング・ハウ
ス）の設置契約をするという仕事に関わりまし
た。当時，政府の沖縄援助の一環で鹿児島か
らのテレビ用の下り1回線のマイクロ回線が開
設されることになりましたが，これはNHKが
琉球電電公社と契約して，公社内の端末に番
組収録施設を設けるというものです。

このマイクロ回線は何のためかというと，昭
和39年の東京オリンピックの中継放送を届け
るほか，沖縄の人たちが本土で放送されている
民放やNHKの人気番組を見たいというのでそ
れを届けるのが第一の目的でしたが，NHKと
しては，真夜中，マイクロ回線が空いた時間に
学校放送番組などを送り，沖縄の民放を通じ
て放送してもらうことが目的でした。

沖縄には，日本放送協会が社団法人時代の
昭和17年に沖縄放送局を開設したのですが，
20年3月に解散するんですね。局長が局員を
集めて「本日をもって解散します」と。その後，

1970年前後，NHKにとっては，沖縄返還に
伴う沖縄放送協会（OHK）の業務の引き継ぎ
や，渋谷への放送センターの移転によって使わ
れなくなった東京・内幸町の放送会館の売却が
課題となっていた。とりわけ放送会館の売却問
題をめぐっては，地価高騰もあって予想を大き
く上回る売却額となったことから，社会に還元
すべきとする議論が高まりを見せた。

黒川氏は当時，経営企画室や会長室で，沖
縄返還に関連した仕事や，放送会館の売却益
を基にした放送文化基金の設立といった仕事
に携わった。そうした中では，1960年代以降，
蓄積されてきた外部の学識経験者との関係が
生かされることになった。



43MARCH 2019

どうなったのかはまったくわからない状況でし
た。それで，昭和38年10月に，技術担当の
田辺義敏専務理事を団長に，人事部長の藤根
井和夫さん，それから経営第1部副部長の片
岡さんなどが調査団として沖縄に行き，琉球電
電公社とのクリアリング・ハウス設置の契約締
結の折衝とあわせ，旧放送局について全部調
べました。そしてその後，旧職員に連絡をとっ
て手当を支給したり，戦没者の慰霊碑を建て
たりしたと記憶しています。

その後，昭和42年に公共放送の沖縄放送
協会（OHK）が発足しました。放送法のNHK
の規定をほとんど写すような形で法律が定めら
れ，設立されたわけです。やがてそこに先ほど
のクリアリング・ハウスの話もつながっていくの
ですけども，38年当時，旧沖縄放送局の関係
資料を調べたり，政府・自民党に（クリアリン
グ・ハウスに関する）要望書を出したり，占領
下なので沖縄のキャラウェイ米高等弁務官に英
文の要望書を出すといった仕事をやりました。
（要望書提出を）言い出したのは当時，専務

理事だった前田さんだと思います。昭和38年3
月に政府与党への阿部会長名の要望書案を起
案して専務理事室に出向き，直接了承いただ
いたことを思い出します。
―沖縄に再び放送局を開設するため，返還

前からNHKとしてさまざまな活動をしていたわ

けですね。

黒川：これがあとになってどういう形でつながっ
てくるかというと，昭和47年に沖縄返還があっ
て，OHKをNHKが吸収することになる。すると，
OHKがそれまで抱えていた赤字を吸収しなけ
ればならず，47年度にはNHK本体が赤字予算
になり，（放送センターへの移行が完了する）48
年度以降も厳しい見通しとなったわけです。

それで，受信料を値上げするか，別の対策
を考えるかしなければいけないということにな
り，最終的に，内幸町の放送会館を売って3
年間食いつなごうということになりました。売
却はわれわれの仕事ではなく，経理担当の話
ですが，当時としては予想外に高く354億円で
売れたわけです。びっくりするぐらいの高値で
売れました。

ところが，それが世の中の地価高騰を招いた
という批判を浴びたんですね。それで，直接に
は何の関係もないんですが，田中角栄総理大
臣が出てきて，「売却代金の一部を放送界全体
のために使いなさい。何か放送界に還元する
機関を作りなさい」ということで，120 億円を基
本財産にして，その利息で助成援助を行う団体
を作るという放送文化基金構想が生まれるわ
けです。最終的には，48年1月当時の久

く の

野郵
政大臣に提出した売却代金処分案に「120 億
円で放送文化基金（財団法人）を設立する」と
明記したのです。

 

放送センター移転と放送文化基金の設立
黒川：ところが，120 億円全部を拠出して基本
財産にすることに対しては，NHK内では反対
もありました。経理担当は「基本財産は1億円
でいいのではないか」と主張していました。日

閉鎖直前の放送会館（内幸町・1973 年）
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本の場合，財団といってもほとんどがそうなん
ですね。

いろいろな大企業が財団を作っていますけ
れども，当時は100 億円以上の基金を基本財
産に持っていた財団は，放送文化基金のほか
にはそれほど多くはありませんでした。ほかの
ほとんどの財団はせいぜい何千万円を基本財
産にして，その果実なんて当てにしないで，そ
の都度，親会社などから寄付をもらっていたわ
けです。だから，景気が悪くなればすぐ減額
される，それが日本の財団だった。一方，ア
メリカのフォード財団とかロックフェラー財団と
か，大きな額の金を基金にしてやっている。「そ
れと同じものを日本でも作れ」というので，作っ
たわけですよ。

当時は，中山伊知郎さん（経済学者）と鈴
木竹雄さんが部外監事で，前田会長は，まず
この2人に放送文化基金の設立について検討
を依頼して，そのあと，さらに何人かの有識
者に入ってもらって，（昭和48年11月に）設立
準備委員会を作りました。最終的に委員は十
数人いて，民放連の会長をしていたTBSの今
道（潤三）さんも入っていました。その設立準
備委員会を何回かやって，このとき決めたこと
は，NHKや民放には直接金は出さないという
ことでした。番組や出演者などの表彰はもちろ
んやるけども，放送事業者には助成金は出さ
ない。こういうことを原則として決めました。

放送文化基金は，当時の利息がだいたい1
割近くで，うまく運用すると，年に12 ～ 13億円
余の運用益がありました。川竹和夫さんという，
その後（NHKの）放送世論調査所長になる方
が放送文化基金に初代の事務局長で出向され
たんですが，発足当初はいつも収入が，予算よ
り決算のときのほうが多いという状況でした。

―黒川さんはこの当時は会長室にいて，こ

の案件を担当されていたということですか。

黒川：そうです。会長室の副主管になったころ
ですね。中山先生，鈴木先生から片岡さんに
呼び出しがあって，十何人かのメンバーを集め
て設立準備委員会をやって，財団の寄付行為

（現在は「定款」）について決める手はずを整え
てくれという依頼がありました。それとほとん
ど同時に放送文化基金の初代の事務局長にな
る川竹さんが発令されて，別室に小さな部屋を
とって発足準備を始めていました。私もNHK
側の設立準備の事務局の一人でした。このとき
に寄付行為の案をいろいろな団体のものを見て
作ったことを覚えています。

このとき設立準備委員会で，NHKからの出
席者の一人が「基本財産に120 億円も出す必
要はなくて，1億円ぐらいでいいのではないか。
それが世の中の財団の普通じゃないですか」と
言ったんです。そうしたら中山先生が一言，「そ
れはもう決まったことだよ」とおっしゃったのが
印象に残っています。
―120億円という額は，そのぐらい財団に

拠出しておかないと世間の批判が収まらないと

いうことだったのでしょうか。

黒川：そうです。田中角栄さんが120 億円と言っ
たかどうかは別にして，これはそうやって決まっ
た額です。中山伊知郎先生をはじめ，鈴木竹
雄先生や中山素平さん（日本興業銀行相談役），
松本重治さん（国際文化会館理事長）といった
主だった委員の皆さんも，世論の納得を得るた
めには最良の方策だと思っておられたと思いま
す。そして，このときには民放の今道さんなん
かも入れて，有識者の見解を聞いて基金の具
体的構想の策定を進めたことが，ある意味では
成功したわけですね。このときの経験が次の基



45MARCH 2019

本問題調査会（1975年にNHKが開いた有識
者会議）という，受信料値上げのときの調査会
につながるんです。このときは受信料を値上げ
しなければならないということは目に見えて明ら
かになっていたので，そのための調査会ではあ
るんですけれども，NHKの長期構想を踏まえ
たうえで考え方を有識者にまとめていただくこと
で，世論の納得を得ようとしたんだと思います。

先の話になりますが，第二次基本問題調査
会（1979年），長期ビジョン審議会（1980年）
とNHKが有識者による調査会を作ると，新
聞からは「値上げのためのものではないか」と
いう批判も出たりしました。ただ，予算承認の
ときの国会衆参逓信委員会の付帯決議には，

「国民の意見を聞いて，NHKの将来について
きちんとビジョンを作って進めなさい」といった
ことが書いてあります。こうしたお墨付きをい
ただいて有識者委員会を作ってやってきたとい
うことになります。

放送文化基金が果たした役割
黒川：放送文化基金ができて，放送法担当の
われわれにとってよかったのは，先生方に協力
していただいて放送通信制度研究会（1974年
～）を立ち上げたことです。これはNHKがお
金を出していたわけではなくて，放送文化基金
の助成を受けての研究団体という形でしたが，
私と大塚君（昭和37年入局）の2人（のちに50
年入局の山本博史氏も参加）で事務局をやりま
した。非常にメンバーも良かったし，先生方も
放送法の勉強になるという形で参加していただ
きました。放送文化基金からは当初49年から
2年ぐらい助成をもらっていたと思いますが，そ
れ以上は続けてもらえなかったので，以後しば
らくは先生たちの手弁当で集まっていただきま

した。
伊藤正己先生が代表で，当初2年間の成果

をまとめて出版したりしました。『放送制度―
その現状と展望』（1 ～ 3）ですね。メンバー
のうち金沢良雄先生は経済法専門家。内川芳
美先生はマスコミ研究者として以前から放送文
化研究所とも関係がありましたが，このときか
ら放送制度研究の仲間になりました。その後，
伊藤先生は昭和55 年に最高裁の判事になり，
芦部信喜先生（憲法）が代表になるのですが，
芦部先生とは初めてこういう形でお付き合いし
ました。

それに塩野先生がある意味では研究会の中
心人物ですね。報告書の取りまとめはわれわ
れが塩野先生と相談しながら作りました。座
談会を全部整理して，見出しも塩野先生が添
削してくださいました。濱田純一さんは，伊藤
先生が最高裁入りする少し前に研究会に参加
していただきました。当時は東大の新聞研究
所の助教授になったばかりだったと思います。

ほかに，元郵政省電気通信監理官の舘野繁
さん，放送評論家の大森幸男さん，宇宙通信
国際法を専門とする山本草二さん（成蹊大学
教授後に東北大学教授），一橋大学教授でア
クセス権研究の第一人者，堀部政男さんがお
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られ，このメンバーによる共同討議を中心にま
とめたのが先ほど挙げた3冊です。舘野繁さん
は，私の入局当時，電波監理局の放送業務課
長でしたが，戦後の日本国憲法そして放送法
立法の精神をよくわきまえておられた方でした。

さらに，いわゆるニューメディア時代を迎え
て，芦部代表の下で昭和58年から2年間，放
送文化基金の助成を受けて研究を進め，59年
1月には「放送制度に関する法政策研究報告
書」を取りまとめるとともに，昭和61年3月には

『ニューメディア時代の放送制度像』（日本放送
出版協会）とのタイトルで共同討議などを収め
て出版しています。

この研究会で議論したことがのちのちの
NHK自身の参考にもなりましたし，その後，放
送文化基金が作った昭和61年の放送問題総合
研究会にもつながっていきます。ですから，そ
ういう意味では放送文化基金ができたことが非
常に役に立ったわけですね。

昭和49年の設立以来40年以上，放送技術
と人文科学の両面のさまざまな研究に放送文
化基金が助成してきたことは，放送界にとって
も有意義なものと言えるように思いますが，もう
一つ，中山先生がご存命中に放送基本問題研
究会議という調査会を作って先生自らが座長に
なり，熱心に，放送文化とは何か，どのような
課題があるのかについて議論されたことを思い
出します。それにも塩野先生に入っていただい
て，月に1回，いろんな方に報告をしていただ
きました。あまり世の中にはオープンになってい
ませんけれど，そうした勉強会もやりました。

放送文化基金を通じて中山先生にご指導い
ただくようになって一番大きかったことは，受信
料の値上げにつながる昭和50年のNHK基本
問題調査会（第1次）の会長をやっていただいた

ことですね。中山先生は，受信料の値上げの調
査会の会長としては一番適任でした。中央労働
委員会の会長などもやっておられるし，経済の
専門家としての意見だけではなくて，本当にもの
すごいバランス感覚の判断をされる方ということ
で，中山先生に対する世の中の目は違いました。

 5. 1970年代の放送制度をめぐる課題
衛星放送をめぐる国際的な論争への対応
―1970年代は，衛星放送の実現がNHKに

とっての経営課題の一つになりましたね。

黒川：昭和45年に，NHKでは伊藤正己先生
を座長とし，小田滋先生（東北大，海洋法），
山本草二先生，塩野先生などを委員に委嘱し
て放送衛星法制研究会を発足させますが，背
景には，ソ連が国連総会にDBS（直接衛星放
送）に関する原則案を出そうとしていたといっ
た国際情勢がありました。

ソ連の原則案がどういうものだったかと言う
と，「衛星放送は受け手国の事前の同意を要す
る。また，一定の内容は禁止するなどの番組
基準を設ける」というものです。一方，アメリカ
は情報流通の自由を主張し，日本もアメリカと
同じ主張をするわけです。当時，まだ東西対
立の時代で，カナダとスウェーデンは以前から
東西間のはざまにあってしばしばソ連寄りの妥
協案を唱えますが，ほかの国々も加わりさまざ
まな議論が展開されていました。

実はこうした議論は以前からすでにあって，
EBU（ヨーロッパ放送連合）の法律委員会の
議案資料を窓口の著作権部から借りて読んで
いたら出ていたので，野村さんに報告すると，

「じゃあ，EBUに行ってこい」ということになり
ました。1週間後には会議が始まるという時期
だったんですが，放送事業者の自由を確保す
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る論議を広める立場から1968（昭和43）年10
月のEBU法律委員会に出席しました。

そうした中で，前田会長が設立に関わっ
たIBI（世界放送機構，1968年設立。のちに
IIC：世界通信放送機構と改称）という組織が
DBSについてアメリカ，イギリス，日本，フラ
ンスの4か国の学者の共同研究をやることにな
り，「受け皿になる学者のグループをNHKで
作ってくれないか」という依頼が前田会長のと
ころに来たわけです。それで伊藤先生に相談
をして，放送衛星法制研究会を作り，IBIの4
か国研究にどういう見解を出すかを検討してい
ただきました。放送事業者の自由が大事であ
り，国際放送についても同じであるということ
を言っていただくのがねらいでした。

この問題は結局，情報の自由な流通を唱え
るアメリカの主張が強くて，ソ連の原則案はそ
のままでは通りませんでした。国連でのDBS
問題はそういう形で決着がついたのですが，
国内向けの衛星放送の近隣国へのスピルオー
バー 9）の問題も出てきました。日本のDBSは
朝鮮半島でも見られていて，それを韓国が問
題にしているということはないんですが，スピ
ルオーバーは原則としてできないようにしようと
いう議論は結構あったんです。今では日本列
島の形をしたビームで送信するなど技術的な解
決で落ち着いていますが，いっときはそうした
問題がありました。

この研究会に加わった山本草二先生は，当
時，宇宙通信法制の分野でほとんど唯一の学
者でした。また，小田滋先生は，のちに国際
司法裁判所判事になられますが，当時すでに
海洋法の世界的な権威として活躍しておられ，
4か国研究のリーダーの会合に伊藤先生に代
わって出席していただいたこともありました。

小田先生に参加いただいたのは，我妻先生に
ご紹介いただいて野村さんと私がお会いした
横田喜三郎先生の推薦によるものでした。

放送制度検討の動き
―1970年代は，NHKや放送文化基金では，

公共放送のあり方を含め，放送制度の検討が

盛んに行われていますが，これはどのような理

由からだったのでしょうか。

黒川：放送は技術革新などによって変わってき
ますね。NHKと民放の二本立てといってもい
ろんな変化が出てくるわけで，そうしたことを
常日頃から学者の先生に勉強していただいて検
討しておくことがのちのち非常に役に立ったの
ではないかと思います。のちに郵政省が作った
調査会にはこの方たちが入っています。それで，
議論をリードする役割を果たしてくださってい
ますからね。
―一方で郵政省は当時，こうした有識者会

議はあまり開いていなかったのでしょうか。

黒川：まだ，あまりやっていなかったですね。
ただ，1976 年の「多重放送に関する調査研究
会議」には伊藤正己先生が座長となられ，さ
らに，1980 年の「放送の多様化に関する調
査研究会議」には，塩野先生，舘野繁先生
が参加されていたと思います。だから，私ど
もがお願いして勉強していただいた先生方が
郵政省からも注目されて委員をおやりになると
いうことですね。そして，濱田純一先生など
へとつながっていくわけです。その意味では，
1960 年代の放送法制研究会が，その後の学
界や放送関係者による論議のレベルを高める
端緒になったように思います。

その後，島会長，川口会長，海老沢会長
の時代になってからは，どちらかというと郵政
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省側の準備のテンポが速くなってきますが，こ
れはしかたがないですよ。経営のあり方として，
会長や担当役員と担当局長，スタッフの有機
的連携によってどれだけ先を読んで早め早め
に手が打てるかということが重要だと考えます
が，放送と通信の境界をめぐる変化もあるし，
本当に難しいことだと思います。
―1960年代から1980年代前半にかけて，

放送法の大きな改正はなされていませんが，制

度には特に問題がないという認識が一般的

だったのでしょうか。

黒川：臨放調の話が終わって，そのあとしばら
く大きな放送法改正がなされなかったことにつ
いては，いくつか指摘できると思います。

一つは臨放調の答申が非常によくできてい
て，それと同じものをもう1回出そうということ
にはなかなかならなかったということがありま
す。答申は当時のNHKの立場からすると，規
制機関について，行政委員会まではいかなかっ
たけれども，大臣に対する拘束力のある委員
会を作ることを提案するといった点など，非常
によくできていました。臨放調の答申と同じも
のをもう1回出そうとなると，なかなか難しい
のではないかと思います。

もう一つは，NHKにしても民放にしても，当
面，放送法を改正してもらわなくては困るとい
う事情はなかったという点があります。明示は
されてなくても，当時の放送法では，NHKが
基幹放送の扱いだったわけですから，NHKに
とっては不満というわけではありません。民放
は民放で，事業免許制導入の話を本気になっ
て検討してみるとかなり問題があることがわ
かったということです。事業免許は，国の監督
強化につながるんですね。たしか民放連は昭和
41年の放送法改正案には規制強化になるから

と反対の意向を表明していたのではないでしょ
うか。それに当時は，多局化の進展もあってテ
レビの広告収入は新聞を追い抜く勢いである一
方，民放経営は景気の変動への対処を迫られ
る状況でもありました。

さらに，当時次 と々生まれる新たな技術開
発への対応に忙しく，全般的な制度見直しは
後回しになったのだろうと思いますね。

 6. おわりに
今回は，1960年代以降，長くNHKの経営企

画部門で放送制度の見直しなどに関わってきた
元NHK監事・黒川次郎氏の証言を取り上げた。

黒川氏は，1960年の入局直後からNHK理
事会や経営委員会の事務局，郵政省との連絡
を担当した。1960年代前半は，放送法の見直
しが課題となっており，こうした中で，黒川氏
は，NHK内に設けられた放送法制研究会の
事務局を務め，外部の有識者に対する説明な
どを行った。証言からは，放送法制を専門と
する研究者は当時ほとんどおらず，研究会での
議論を通じて，法学を中心とする研究者に放
送制度についての理解を深めてもらった経緯が
わかる。

そして，そうした議論を通じて，放送法制
研究会は，NHKを「公の社団」とするなど独
自の見解を示し，放送基本法案を作成するな
ど，その後の有識者会議には見られない活動
も行った。こうした独自の主張は郵政省の有識
者会議の答申には盛り込まれなかった点もある
が，放送法改正案の作成はおおむねNHKの
主張に沿った形で進んだ。

これらの経緯については，すでに前号（2019
年2月号）の塩野宏氏の証言によって明らかに
なっているが，今回，黒川氏へのヒアリングを
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通じて，その検討過程がより立体的に浮かび
上がった。さらに，このとき形成された有識者
との関係はその後も生かされることになった。
NHKにとっても1960年代の議論は，公共放
送の位置づけを明確化するうえで重要な時期
だった。

このあと，1960年代後半以降は，放送法
の見直しをめぐる議論が落ち着いたことで，
NHKの経営企画部門の業務の中心は，全面
カラー化や衛星放送の開発といったその時々
の経営課題への対応へと移っていった。この
うち，カラー受信料の設定では，郵政省の理
解がなかなか得られず，導入までに曲折があっ
たことが証言から明らかになった。そして，こ
の問題のあと，NHKの事業を国民に広く説明
するため，有識者を交えた審議会が開かれる
ことが増え，経営計画もそうした場で検討され
ることが多くなっていった。

また，その後の放送センターの移転に伴う内
幸町の放送会館の売却をめぐっては，沖縄放
送協会（OHK）の業務の引き継ぎをめぐる問
題が関係していたことや，売却益の取り扱いを
めぐって，さまざまな考え方があったことがわ
かる。放送会館の売却益を活用して1974年に
放送文化基金が設立されたが，当初，NHK
内には売却益の多くを一度に基金に拠出する
ことへの抵抗があった。しかし，当時の社会
情勢を考慮した経済学者の中山伊知郎氏など
の支持もあって120 億円を拠出することになっ
たことが証言から明らかになった。そして，放
送文化基金の運用益を活用した放送研究が進
展し，特に有識者研究会による放送制度の検
討が行われたことは，公共放送を理論的に支
えるものとなった。

今回は，前号の塩野氏とともに1960年代か

ら1970年代にかけての証言が中心となったが，
この時期は，その後の放送制度のあり方，あ
るいは，NHKと民放の二元体制を基本とする
放送秩序が形成されたという点で重要な時期
だったと言える。そして，放送制度の形成にお
いては，外部の有識者を交えた検討が議論の
行方に影響をもたらし，そうした意思決定のあ
り方は，その後も継続されたことが証言から
は浮かび上がる。

シリーズ「証言を基に読みとく放送制度」で
は，今後，1980年代以降の放送制度の検討
や放送事業者の経営をめぐる問題についても
ヒアリングを継続し，随時，公表していきたい。

（むらかみ せいいち/やまだ きよし）

注：
	 1）	当時のいわゆる低俗番組批判を受けた放送番組

の向上適正化策として，1959年の放送法改正
で，NHK・民放に放送番組審議機関（番組審議
会）の設置が義務づけられた。

	 2）	経営第2部は番組部門スタッフ，第3部は技術
部門スタッフ，第4部は1962年に導入された経
営情報システム関係。経営部門にはほかに主計
部（のちの予算部），人事部，労務部があった。

	 3）	衛星から送信する電波を，他の施設を介さずに
各家庭で直接受信する放送。普及に伴い，「直
接」の語は省略されて，「衛星放送」と呼ばれる
ようになった。

	 4）	ただし，第二次6か年計画にあわせて実施した，
それまでのテレビ料金とラジオ料金の二本立て
から契約甲（テレビ・ラジオ総合）と契約乙（ラ
ジオ単独）の二本立てへの受信料体系の変更に
ついては，外部有識者からなる受信料調査会

（工藤昭四郎氏など委員17人）に諮問し，その
答申を受けて実施された。なお，ラジオ受信料

（契約乙）は，放送法の一部改正もあり，カラー
料金の新設にあわせて1968 年に廃止された。

	 5）	2007年に「日本アドバタイザーズ協会」に名称
を変更した。

	 6）	1958年に「日本電子機械工業会」に改称し，2000
年以降，「電子情報技術産業協会」となった。

	 7）	放送番組向上委員会に対する対応そのものは，
NHKでは放送総局が担当していた。

	 8）	教育・教養番組を確保し，民放の地方局に番組
提供することを目的に1968年に設立された。現
在は番組アーカイブが主な事業になっている。

	 9）	本来の放送エリアを越えて電波が届いてしまう
こと。


